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展望論文

共生社会を実現するための日本語教育とは
神 吉 宇 一（武蔵野大学）

本稿は，近年の外国人労働者受け入れ増加に伴う制度・政策変更を踏まえ，改めて共生社会を実現す
るために必要とされる日本語教育について論じたものである．まず，政策的に共生という概念がどのよ
うに位置づけられているかを概観したあと，共生社会を目指す日本語教育がどのように展開しているか
を整理した．そして今後，共生社会を目指す日本語教育のあり方として，制度的な位置づけの明確化，
言語保障を実現する学習のモデル化，介入的研究活動の必要性という三点が重要であることを述べた．
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Japanese Language Education that Facilitates a Convivial Society

Uichi KAMIYOSHI (Musashino University)

In this paper the author presents the policy changes that have accompanied the increase in the 
number of people coming to work in Japan from overseas during the past few years and discusses 
the resulting need for Japanese language education to facilitate a convivial society. An outline of the 
significance accorded to the concept of inclusion at policy level is given, followed by a description of 
the developments in Japanese language education designed to facilitate a convivial society. The au-
thor concludes that in order for Japanese language education to facilitate a convivial society in the 
future, it will be necessary both to clarify the institutional significance of the concept and to engage 
in interventional research.
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1. 背　　　景

1.1 外国人労働者受け入れ政策の経緯

2020年現在，日本社会の人口は減少局面に突入
している．国内総人口は2005年に戦後初めて前年
を下回り，2011年以降2019年まで9年連続で減少
している（総務省，2020a）．都道府県別に見ても，
2019年に人口が増加しているのは7都県のみであ
り，そのうち自然増加をしているのは沖縄県だけで
ある（総務省，2020a）．日本の将来人口の推計結果
によると，2015年以降の出生数推計が高位・中位・
低位のどのパターンであっても，今後，人口は長期
の減少過程に入るとされている（国立社会保障・人

口問題研究所，2017）．したがって，日本社会にお
ける生産や消費等の経済活動を維持し発展させるた
めには，外国人労働者の積極的受け入れを正面から
行うしかない状況になっている（毛受，2017, 2020; 
鳥井，2020）．
日本に中長期に在留する外国人（在留外国人数）
は，2008年をピークにリーマンショックの影響で
一度減少したが，2013年以降増加に転じ，2019年
までは毎年過去最多の人数を更新していた（図1）1）．
在留外国人のうち，在留資格 2）別で最多なのは「永
住者」である（法務省，2020）．是川 (2018)は，外
国籍者に加えて，統計上は在留外国人数として現れ
ない帰化人口や父母のいずれかが外国籍者である国
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際児なども含めた「移民的背景を持つ人口（是川，
2018: 14）」について議論を行っている．それによる
と，2015年時点での外国籍人口は約201万人である
が，移民的背景を持つ人口は約332万人となるとさ
れており（是川，2018），在留外国人数で見える数
値以上に，日本社会の多様化が進んでいることがわ
かる．
また，近年の在留外国人の増加は，外国人労働者
の増加であることもわかる．図1から，2009年以降
に在留外国人数はいったん減少しているが，外国人
労働者数はほぼ減っていないことがわかる．また，
在留外国人全体に占める外国人労働者の割合が高
まっていることもわかる．つまり，日本における外
国人受け入れの議論は，外国人労働者受け入れの議
論とほぼ重なると考えてよい．
外国人労働者を受け入れることで日本国内の人手
不足に対応しようという議論は，近年始まったもの
ではない．1966年8月20日の朝日新聞朝刊東京版
の記事には，政府が「人手不足が深刻になってきた
にしても，外国人労働者受け入れを考えるのは時期
尚早」であるとの議論を行ったことが紹介されてい
る．また，「政府が本格的に外国人労働者問題を検
討し始めたのは，昭和40年代初めのことで，労働
力不足対策を求める民間の声に促されてのことで
あった（国立国会図書館調査及び立法考査局，
2008: 34）」と言われている．このように，人手不足

に対応するための外国人労働者受け入れは，取り組
む必要のある社会的課題として50年以上前から認
識されていた．
日本政府が，外国人労働者受け入れに関する方針
を政策として示したのは，1988年に閣議決定され
た「第6次雇用対策基本計画」である．その中に「外
国人労働者問題への対応」という項が設けられ，以
下のように述べられている．

専門，技術的な能力や外国人ならではの能力
に着目した人材の登用は，我が国経済社会の活
性化，国際化に資するものでもあるので，受入
れの範囲や基準を明確化しつつ，可能な限り受
け入れる方向で対処する．（中略）いわゆる単
純労働者の受入れについては，諸外国の経験や
労働市場を始めとする我が国の経済や社会に及
ぼす影響等にもかんがみ，十分慎重に対応す
る．（閣議決定，1988: 11‒12）

この閣議決定が，1990年施行の出入国管理及び
難民認定法（以下「入管法」）に反映され，高度人
材は積極的に受け入れるが単純労働者は慎重に検討
するという入国管理の方針が明確になった．それが
「90年体制」と呼ばれる1990年以降の外国人労働者
受け入れ体制である（明石，2010）．

90年体制では，高度人材に限って受け入れるこ

図1　在留外国人数と外国人労働者数
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とが基本方針であるため，第一次産業や工場での単
純作業，レジ等の比較的マニュアル化可能な対人
サービス等に従事するための在留資格が存在しな
い．そこで日本政府は，さまざまな方法で高度人材
以外の外国人受け入れを進めた．それはたとえば，
グローバル化推進という名目で留学生の受け入れを
増加し，資格外活動の許可を与えてアルバイトを認
めることであった．また，技能移転による国際貢献
という名目で実習生を受け入れ就労させることでも
あった．特定国・地域との経済活動の活性化という
名目で経済連携協定 (EPA)を締結し，看護・介護従
事者を受け入れることも行われている．また，日本
にルーツのある人たちの日本訪問や定住をしやすく
するという名目で日系人を受け入れるということも
進めた．これらさまざまな方策によって，人手不足
に対する実質的な対応を行った．このように，入国
管理の表向きの方針と異なる形で実質的な労働者を
受け入れる政策は「バック・ドア政策」「サイド・
ドア政策」3）と呼ばれ批判されている（梶田，1994: 
52‒53）．
サイドドアによる外国人労働者受け入れは，国内
における政策的な矛盾を引き起こしている．厚生労
働省による外国人労働者数の統計（厚生労働省，
2021）では，外国人労働者を表1のような五つのカ
テゴリに分類している．このうち，特定活動，技能
実習，資格外活動というのは明らかにサイドドアに
よる受け入れであるが，これらのカテゴリも外国人
労働者として扱われているのである．このように，
90年体制による外国人労働者受け入れ方針は，ほ
とんど有名無実化しており，実質的には高度人材以
外の労働者受け入れは行われている．

1.2 外国人労働者受け入れから移民政策へ

2019年に施行された新たな入管法により，高度
人材に限らない外国人労働者の受け入れが始まり，
90年体制は終わりを迎えた．新たな入管法では，
在留資格「特定技能」が創設され，いわゆる単純労
働に従事する外国人が，労働者として来日・在留で
きるようになった．特定技能制度は，特定技能1号
による通算 5年の滞在を経て一定の条件を満たせ
ば，特定技能2号に移行できる．特定技能2号は，
在留期限に制限がなく，家族の帯同が可能であり，
永住申請もできる．つまり，特定技能制度は，高度
人材以外の外国人労働者に日本永住の道を開く初め
ての制度である．また，特定技能制度には，移民政
策に必須の要因として，受け入れ人数の目標値，受
け入れ業種や職種の限定，定住化の可能性という三
点が盛り込まれており（上林，2020），実質的な移
民受け入れだと言える．
また，今後の外国人労働者受け入れの増加にかか
わらず，すでに日本は移民社会であり，外国人との
共生を考えなければならないという主張もある．国
連によると，1年以上母国を離れた人を移民と位置づ
けており4），この見方に従うと，日本に在留する外国
人の多くは移民である．小井土・上林 (2018)も，日本
社会にはすでに移民と言ってよい外国人が多数生活
をしており，これからやってくる新たな外国人の受
け入れに関する議論だけをすればいいわけではない
と主張している．是川 (2019)は，過去の国際人口移動
の研究（石川，2005; 是川，2018; OECD, 2011）から，
日本がすでに移民受け入れ国となっていると指摘し
ており，今後の日本社会は，移民的背景を持つ人々
の増加により，ますます多様化するとしている．是
川 (2019)によると，日本社会が今後特別に外国人労
働者の受け入れを増やさず，現在のままの受け入れ
状況であったとしても，2065年には，移民的背景を
持つ人口は1,000万人を超え，総人口の12%を占める
と推計している．国際的な人口移動に関する研究に
よると，現在の日本のように，人口減少局面におけ
る移民の流入は，受け入れ社会の人口構成に大きな
影響を与え，民族的多様性が促進されると言われて
いる（Coleman, 2006; 是川，2019）．これは「第三の

表1　在留資格別外国人労働者数

カテゴリ 人数（人）
1　専門的・技術的分野 359,520
2　特定活動 45,565
3　技能実習 402,356
4　資格外活動 370,346
5　身分に基づく在留資格 546,469

合計 1,724,328
* 2020年10月末現在の数字．このうち，いわゆる高度人
材に分類される在留資格は上記分類の1のみである．
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人口転換 (third demographic transition: Coleman, 
2006: 401)」と呼ばれるものである．これらの研究
の知見を踏まえると，今後の日本社会において，外
国人労働者の受け入れが促進されるか否かにかかわ
らず，外国にルーツのある人たちとの共生が大きな
社会的課題となることは間違いない．
共生研究自体は古くから花崎皋平や井上達夫らに
よって展開されている 5）．花崎 (1980)は「つぎの時
代を，人間と自然の共生の文明（花崎，1980: 250）」
として考え，人と自然の共生を人々の共生という概
念に展開していく必要性を主張している．またその
後，花崎 (1993)では，水俣や沖縄，アイヌなど社会
的弱者の問題について共生の観点から論じられてい
る．
一方近年では，さまざまな分野で共生という語が
用いられて社会制度の構想が議論されている．たと
えば，政策や制度設計だけみても，社会保障分野に
おける地域の相互扶助に関する「地域共生社会」（厚
生労働省，2017）の議論や，特別支援教育において
「インクルーシブ教育システム」を構築することで
共生社会の形成を目指すこと（文部科学省，2012）
などが提案されており，まさに植田 (2011)が指摘す
るような共生概念の消費と無批判な受容が進んでい
ることは懸念される問題であり，共生という語の意
味づけや定義についても議論すべき課題ではある．
しかし，本稿でその議論を行うことは，筆者の力量
も紙幅も十分ではない．そこで本稿では，外国人や
外国にルーツのある人たちに対する日本語教育を通
した共生社会の実現について論じる．
日本語教育と共生の議論に関しては1990年以降
に増加するが，その中では「多文化共生」「多文化
共生社会」という語もよく使われる（牲川，2011）．
多文化共生に関しては，それがマジョリティ側から
提出された概念であるという批判がある（ハタノ，
2011a）．倉石 (2016)は「多文化共生」と「共生」に
関して批判的に検討しており，「多文化共生」はマ
ジョリティとマイノリティの差異を覆い隠しマイノ
リティの置かれた状況を見えづらくする一方，「共
生」概念を用いることでマジョリティ側に働きかけ
られる可能性があると論じている．本稿では，マ

ジョリティ側への働きかけも念頭においた議論を行
いたいため，「共生」という語を基本的には用いる
こととする．

2. 共生概念と政策

2.1 共生の系譜

日本国内の外国人受け入れの文脈において，共生
という語が広く使われ始めたのは90年代であり，
地域におけるマイノリティの権利保護運動が関係し
ている．山脇 (2009)によると，川崎市の市民団体が
1993年に発表した提言のタイトル「多文化共生の
まちづくり」が，新聞記事で確認できるもっとも古
い情報であるとされている．川崎市は，古くから在
日コリアン問題への取り組みが行われている地域で
あるが，70年代には，在日コリアンに対する差別
問題に取り組むための運動体「民族差別と闘う連絡
協議会（民闘連）」が結成された．この民闘連では，
日本人と在日コリアンが共に主体的に差別問題に取
り組むことが運動の中に位置づけられ，「共闘」と
いう語が用いられるようになった．この民闘連運動
に関わった人たちにより，「共闘」から「共に生きる」
という語が発展的に生み出され，共生につながって
いったとされている（金，2010）．また，90年代の
川崎市ではニューカマーの増加により，在日コリア
ンだけでなく，さまざまな人々と共に生きる地域社
会の創造がめざされるようになっていき，「ラテン
アメリカ友好協会」や「日本人の外国人妻の会」等
も共生のまちづくりに関わるようになった（山田，
1998）．このような川崎市における取り組みの一環
として1993年には，地域住民が一体となって「お
おひん地区 6）街づくり協議会」が結成され，まちづ
くりの方針として「緑化，環境整備」と「多文化共
生」が掲げられた（山田，1998）．全国的には，
1995年の阪神淡路大震災をきっかけとして，神戸
に「多文化共生センター」が設立されたことにより，
在留外国人の支援や関連する学術研究において多文
化共生という語が用いられるようになった（戴，
2003; 田村ほか，2007）．このように，外国人受け入
れの文脈における共生という語やその考え方は，川
崎市での取り組みに源流があり，マイノリティの権
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利を支えるための市民活動を基盤として成立したも
のである（山野上，2019）．その後，各地のニュー
カマーの存在もあり多文化共生の取り組みは多くの
自治体に広まったが，近年のヘイトスピーチの増加
などに見られるように，長らく課題となっている在
日コリアン等のオールドカマーに対する差別問題等
も依然として解決されておらず，引き続き取り組ま
れなければならない地域課題であると言える．
2.2 共生と政策

国の外国人関連政策としては，80年代から共生
の語が見られるものの，本格的に政策用語として用
いられるようになったのは，2000年代後半である．
鈴木 (2005)によると，1989年の時点で，経済企画庁
や経済同友会の外国人受け入れ関連報告書で共生と
いう語が使われていたことがわかっている．しか
し，この頃の施策の中心は短期滞在型の外国人に対
する国際交流を目的としたものが中心であった（渡
戸，2011）．その後，2000年以降には，外国人集住
都市会議が開催され，各自治体において多文化共生
の取り組みが進んでいった（渡戸，2011）．そして
2006年には総務省の「多文化共生の推進に関する
研究会」の報告書（総務省，2006b）が発表され，
多文化共生という語と考え方が国の施策として明確
に位置づけられた．総務省 (2006b)は，地域におけ
る多文化共生に関して以下のように定義している．

国籍や民族などの異なる人々が，互いの文化
的ちがいを認め合い，対等な関係を築こうとし
ながら，地域社会の構成員として共に生きてい
くこと（総務省，2006b: 5）

また同時に総務省は「地域における多文化共生推
進プラン」（総務省，2006a）を策定し，地方自治体
に対して多文化共生に関するプランの策定を促し
た．その後，総務省は，「地方公共団体における多
文化共生の推進に係る指針・計画の策定状況」とし
て毎年都道府県や政令市のプラン策定状況に関する
調査を行っている．2017年には「多文化共生事例集」
（総務省，2017）が発表されており，「コミュニケー
ション支援」「生活支援」「多文化共生の地域づくり」

「地域活性化やグローバル化への貢献」という四つ
の観点から，自治体や支援団体等が取り組んでいる
計52の事例が掲載されている．2018年には改めて
「多文化共生の推進に関する研究会」が招集され報
告書が取りまとめられた（総務省，2019）．そして
2020年には「多文化共生推進プラン（改訂版）」（総
務省，2020b）が発表されている．これら一連の取
り組みを通して，多文化共生の定義自体は2006年
のものから特に変更されていない．
外国人労働者の受け入れが実際に進み，並行して
受け入れ政策についても議論が進むにつれ，総務省
以外の外国人関連政策にも共生という語が使われる
ようになる．2018年12月に，省庁横断的な外国人
受け入れ政策をとりまとめた「外国人材の受入れ・
共生のための総合的対応策（以下「総合的対応策」）」
が，関係閣僚会議で決定された（外国人材の受入
れ・共生に関する関係閣僚会議，2018）．この総合
的対応策は，法務省を中心とした各省庁の外国人受
け入れに関する年度計画であり，新たな在留資格で
ある「特定技能」の創設を踏まえて策定されたもの
であることが，「基本的な考え方」として総合的対
応策の冒頭で述べられている．そして，2019年12
月， 2020年7月にそれぞれこの総合的対応策の改訂
版が発表されている（外国人材の受入れ・共生に関
する関係閣僚会議，2019, 2020）．総合的対応策で
は，外国人が日本で支障なく日常生活を送ることが
でき，また社会的に排除されないために，日本語に
よる円滑なコミュニケーションが必要であり，円滑
なコミュニケーションを実現するために日本語教育
を行う必要性が述べられている．しかし，日本語教
育を行うとなぜ共生社会が実現するのか，具体的に
どんな日本語教育実践が求められるのかということ
については何も言及されていない．
2.3 日本語教育政策における共生

国内における日本語教育の法的な位置づけは，
2001年に成立した文化芸術振興基本法（2017年に文
化芸術基本法に改正された）によって初めて行われ
た．この法律の第19条に日本語教育の充実という条
文があり「国は，外国人の我が国の文化芸術に関す
る理解に資するよう，外国人に対する日本語教育の
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充実を図る」とされている．つまり，日本語教育の
実施に関する当初の法的根拠は文化理解のためであ
り，外国人労働者の来日や在留とは関係がなかった．
日本における外国人労働者受け入れ制度において
は，必要とされる日本語力が，個々の受け入れ制度
によって異なり，個別の受け入れ制度それぞれで恣
意的に利用されているという実態があった（神吉，
印刷中）．たとえば，技能実習介護（法務省・厚生
労働省，2017）や特定技能（閣議決定，2018）など，
入国時に日本語力を課す制度がある一方で，特定活
動による造船（国土交通省，2014）・建設（国土交
通省，2019）・製造労働者（経済産業省，2019）の
受け入れに関しては日本語力不問である．さらに，
日系人の受け入れについても，日本人の配偶者等や
定住者での受け入れに関しては日本語力の要件が課
されていないが，4世を対象とした特定活動の仕組
みでは日本語力の要件が課されている（法務省，
2021）．このように，外国人労働者受け入れに際し
て，日本語力要件がばらばらなのは，要件を設定す
る根拠となる法律がなかったからである．

2019年 6月に「日本語教育の推進に関する法律
（以下「推進法」）」が国会で成立し，公布・施行さ
れたことで，日本語教育の法的な位置づけが変化し
た．推進法には，国内・海外それぞれの日本語教育
の目的が明記され，国内の日本語教育は共生社会の
実現のために実施するとされた．2020年6月には，
推進法を踏まえた具体的な基本方針として「日本語
教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進
するための基本方針（以下「基本方針」）」が閣議決
定された（閣議決定，2020）．基本方針にも，推進
法と同様に国内・海外それぞれの日本語教育の目的
が明記されており，国内での日本語教育については
以下のように記されている．

我が国に居住する外国人が日常生活及び社会
生活を国民と共に円滑に営むことができる環境
整備に資する（閣議決定，2020: 2）

多様な文化を尊重した活力ある共生社会の実
現に資する（閣議決定，2020: 2）

つまり，日本語教育を行うことで人々の意思疎
通・コミュニケーションが円滑になり，それが生活
を円滑に営むことにつながり，ひいては多様な文化
を尊重した共生社会の実現につながるということが，
日本語教育の政策的な位置づけとされたのである．
この基本方針では，日本語教育の対象にも言及さ
れており，児童生徒，留学生，被用者 7），難民，地
域における日本語教育という五つの対象に分類され
ている．その中でも，地域における日本語教育につ
いては以下のような目標レベルの記述が見られる．

地域に在住する外国人が自立した言語使用者
として生活していく上で必要となる日本語能力
を身に付け，日本語で意思疎通を図り，生活で
きるよう支援する必要がある（閣議決定，2020: 9）

この「自立した言語使用者」という表現には，特
に注釈等がつけられずに使用されているが，ここで
言う「自立した言語使用者」とは，欧州共通参照枠
(CEFR)のBレベル 8）を表す語として使われている
と考えてよい．今後，国内の日本語教育政策を考え
るにあたってはCEFRのBレベルが一つの目安とな
ることが閣議決定で明確になったと言える．この基
本方針に関連して，文化審議会国語分科会では，
CEFRを土台にした「日本語教育の参照枠」の作成
が進んでいる（文化審議会国語分科会日本語教育小
委員会，2020）．また厚生労働省の事業として，外
国人労働者の就労場面における日本語コミュニケー
ション能力の定義や評価ツール開発が行われている
（外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議，
2019）．このように，目安となる日本語力を示し，
その目安を到達目標として日本語教育政策を整えて
いく取り組みが進み始めている．このような取り組
みは目標が明確になるという良さがある一方で，日
本語力のレベルや目標値のみが数値として一人歩き
をしてしまうことにもつながりかねない．共生のた
めの日本語教育を考えるにあたっては，在留する外
国人が社会やコミュニティとどのようにつながりを
持っているか，そこでどのようなコミュニケーショ
ンが行われており，日本語がどのような役割を果た
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しているかが重要である．そのような現実と実態を
踏まえ，ボトムアップ的に共生社会について考える
必要がある（榎井，2020; 村岡，2019）．

3. 日本語教育研究・実践と共生

3.1 言語保障と日本語教育の制度論

言語保障としての日本語教育の必要性は，特に
90年代以降に強く主張されるようになった．言語
保障と日本語教育の議論は，識字運動から派生した
ものとして1990年代半ばからの「日本語・識字問
題研究会」の取り組みがある．当該研究会は，言語
保障のために公的な日本語教育の必要性を主張し
「東京宣言」や「神戸宣言」を発表したり，行政と一
緒になって日本語教育の公的保障に関するシンポジ
ウムを開催したりした（横山，印刷中）．また，山田
(2002)は，地域の日本語教育について社会教育と保障
（補償）教育という二つの役割があるとし，本来は社
会を多言語化させるべきであるが，現実的にはそう
ならないことに関する「償い（山田，2002; 126）」と
して保障すべきだと主張している（松尾，2015）．

2000年代半ば以降には「日本語教育保障法研究
会」により「日本語教育保障法案」（日本語教育保
障法研究会，2011）の作成とそれを踏まえた法制化
の働きかけや，日本語教育政策マスタープラン研究
会 (2010)による日本語教育の法制化の議論が見られ
る．これらの動きは，日本語教育学会による「法制
化推進委員会」の設立と，委員会による法律案等の
発表という形でまとめられている（日本語教育学会
日本語教育法制化推進委員会，2014）．
日本語教育の公的制度の構築を進めるにあたって
は，実際に日本語教育を担う自治体が，どのように
実施体制を組んでいるかというマクロな現状や課題
を明らかにした上で，その効果や改善策を考え，政
策提言を行う必要がある．株式会社ラーンズ (2015)
は，地域の日本語教育の公的取り組みを行っている
自治体や関連団体，大学等38機関・団体について
調査を行い，それぞれの予算や実施体制，日本語教
育の実施方法や内容，成果や課題等についてまとめ
ている．その結果，地域の日本語教育がいわゆる
「文型積み上げ式」によって日本語習得を促すとい

う方法から，課題解決や住民同士の交流を目的とし
た活動型に移行しつつあるという現状が明らかに
なった．また，日本語教育を他の施策と組み合わせ
て実施する必要性も明らかになった．当該調査は，
2015年1月から3月という約3ヶ月間で調査設計か
ら調査実施，報告書作成まで行われたもので，十分
な分析ができていない．今後，同様の定性的な調査
を丁寧に行い，データを踏まえた政策提言につなげ
ていく必要がある．
外国人の社会参加と日本語教育に関する定量的な
調査はほとんどないが，外国人の日本語能力と雇用
の関係について樋口 (2019a)が明らかにしている．
樋口 (2019a)は，日系アルゼンチン人359人に対する
調査を行い，外国人が職を得るにあたって，日本語
力が低い方が非正規雇用が多く，日本語力が高い方
が正社員や自営といった，比較的安定した就労形態
をとっていることを明らかにした（樋口，2019a）．
当該調査は日本語力として会話力を調査したもの
で，読み書き能力が考慮されてないという限界と，
日本語ができるから安定した職につけたのか，また
は安定した職につけているから日本語がうまくなっ
ているのかという因果関係が明らかでないという限
界がある．今後も，定量的調査によってさらなる実
態の解明が必要とされるところである．また樋口
(2019b)は，現在の多文化共生施策は，社会経済的
マイノリティに対する平等や格差解消の視点が希薄
であり，社会経済的マイノリティの権利保護や機会
確保のためには，雇用対策制度としての日本語教育
が必要であることを主張しており，日本語教育と就
労を関連づけた制度設計が必要であると言える．
日本語教育の制度設計は，外国人に対するエンパ
ワメントという観点からも考える必要がある．蜂須
賀 (2005)は国際協力の文脈から，「エンパワーメン
トとは，自分にはどのような力が必要かを決めると
いうきわめて能動的な過程（蜂須賀，2005: 13）」で
あるとしている．日本語教育においても，外国人の
エンパワメントについて議論されており，エンパワ
メントを前提とした日本語教育は成功者も出すが犠
牲者も出す（義永，2015）と言われている．そして，
むしろ重要なのは日本人側のセルフディスエンパワ
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メントである（田中，2000）と言われて久しい．共
生を目指す日本語教育の取り組みは，外国人に対す
る支援という一方向的なものではなく，受け入れる
日本人側に対する働きかけも必要であると言える．
近年の「やさしい日本語（庵，2016）」の取り組みは，
日本人側の変化を促す取り組みである．また，ハタ
ノ (2011b)は外国人との共生の議論において「言葉
の壁」が論点となりやすいが，真の問題は，他者と
真摯に向き合い他者を知ろうとする意思の有無では
ないかとしている．そして，共生を進めるのであれ
ば，日本人側も外国人の言語や文化を学ぶという視
点があっていいのではないかと主張する．
日本語教育の制度設計という観点からは，推進法
が成立したことは大きな前進である（神吉，2020）
が，外国人との共生は，それが外国人問題や日本語
問題として定位されている限り，本質的な解決には
つながらないだろう．外国人を取り巻く課題や日本
語に関する課題を，この社会全体の課題，受け入れ
る日本社会側の課題としても位置づけ，移民政策と
いう大きな観点から日本語教育について検討する必
要がある．
3.2 地域における日本語教育の実践的取り組み

日本語教育を通した共生社会の実現を目指すにあ
たっては，地域における日本語教育が重要な役割を
担っている（野山，2013）．そして，地域日本語教
育のシステムとして，外国人が必要な情報にアクセ
スし多様なコミュニケーション場面に参加するため
の日本語能力を保障する「専門家による日本語教
育」と，外国人・日本人が協働活動を通して対話を
重ねることにより相互理解と人間関係構築につなげ
る「協働の場」の二つで構成されるべきである（日
本語教育学会，2008, 2009）とされている．基本的
な日本語力の保障をしながら関係性の構築も行って
いくことが求められていると言える．
実際に地域で行われている日本語教育（教室）の
活動は多岐に渡るが，「居場所」「交流」「地域参加」
「国際理解」「日本語学習」の五つの機能を持ってい
ると言われている（野山ほか，2009）．野山らが介
入的な研究を行った長野県上田市や東京都足立区の
日本語教室では，参加型学習を通して対話が生ま

れ，参加者に寛容で柔軟な思考が育まれ，日本人・
外国人双方がコミュニケーションの仕方を共に学ん
でいくことで相互に変化が起きた様子がみられたと
いう．このような相互の変化というのは，共生を考
える上で，重要な契機であろう．石塚・河北 (2013)
は，地域の日本語教室が居場所としてどのように感
じられているかを「多文化社会型居場所感尺度」を
用いて明らかにしている．また，セーフティネット
としての教室の機能として，市瀬・田所 (2013)は，
東日本大震災の被災者に対する日本語支援と母語支
援の場を紹介している．この活動は，災害時の情報
収集や被災後の就労に関する支援から，外国出身者
の自立的読み聞かせ活動までつながっており，被災
外国人自身が日本語支援や母語支援を行うことで，
彼ら自身の主体的存在としての生を支えていること
を明らかにしている．
大学教育の知見を地域に還元することで，共生社
会の実現につなげようとする取り組みも行われてい
る．近年，大学等では留学生と日本人学生が同じ授
業を履修する多文化共修が注目されており，留学生
を対象にした日本語の授業にさまざまな人が参加し
たり，日本語の授業そのものを外部との連携プロ
ジェクトとして，対話・交流型の活動を行ったりす
ることが増えている．そのような取り組みの一つと
して，日本語学習者が高齢者施設において「サービ
スラーニング」の観点から活動を行った実践がある
（黒川，2012）．サービスラーニングとは，学習者が
地域社会のさまざまな活動に参加することで学びを
得ていくものであり，社会参加と地域への貢献が意
図的にデザインされ，教育機関で目指す学びとも関
連づけられている活動である（宮崎，1998）．留学
生がサービスラーニングとして地域社会に関わると
いうのは，まさに社会参加から共生につながる日本
語教育の取り組みであるといえる．また，地域の日
本語教室に大学の日本語教育実習を履修している教
育実習生が関わる取り組みを「共生日本語教育実
習」と位置づけ，実習の全体をマネジメントする
コーディネーターと実習生双方が実践的に学ぶこと
を通して，共生に対する気づきが芽生えるような実
践もある（鈴木，2010）．対話を通した社会変革を
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目指す「対話的問題提起学習（岡崎・西川，1993）」
を地域日本語教室で行うことで，学習者自身の置か
れている状況を再認識したり，主体的に問題解決を
目指そうとしたりする実践もある（野々口，2010）．
一方で，対話や交流を中心とした市民参加型の日
本語教育の取り組みについては困難も指摘されてい
る．青木 (2011)はその困難について，以下のように
述べている．

（日本語ボランティアの養成に関して広く信
じられている議論として）日本語ボランティア
と学習者は知識のある者とない者という上下関
係ではなく，平等な関係を築くべきであるとい
う議論である．この理想を唱える人たちは双方
がコミュニケーションの仕方を学ばなければな
らないという．彼らはボランティアの養成では
異文化交流活動に焦点を当てる．それは素晴ら
しいことのように聞こえるが，現実にはこのや
り方は機能していない．これらの活動が日本語
だけで行われると，母語話者と非母語話者の力
の不均衡が避け難く表面化する．そして，第二
言語ユーザーの側の日本語を学びたいという緊
急のニーズは犠牲にされることが多い．（青木，
2011: 258）

言語保障を実現する地域の日本語教育では日本語
の学習と対話的活動を通した関係性構築の両立が求
められる（萬浪，2016）が，青木 (2011)の指摘は，
それがうまくいっていないとするものである．地域
の日本語教育に関して，言語能力の動的な側面を勘
案すると，専門家が関与する日本語教育が，静的な
日本語知識を付与するものとして対話や交流の準備

4 4

的な学習
4 4 4 4

になってはならない（池上，2011）と言わ
れる．準備的な教育はしばしば「日本語はこうであ
る」「日本はこうである」という規範が教授され，
学習者自身がそのことを検証・確認する場がないま
まに学習活動が進められてしまうことが多くなる．
そのことは「ヒドゥンカリキュラム (Snyder, 1973)」
として，学習者は支援者から規範を教えてもらうも
のであるという関係性の強化にもつながっていく．

青木 (2011)の指摘も踏まえると，地域の日本語教室
では，学習者が対話的活動を通して社会との接点を
持つと同時に，日本語の学習も十分にできていると
いう実感を持てるような日本語教育のデザインがな
されるべきである．外国人が置かれている状況は多
様であり，一つの正解モデルを見出すことは現状で
は難しいことから，専門家も含めてさまざまな関係
者が試行錯誤を繰り返しながら，共に実践をつくっ
ていくような取り組みが必要である．そのために
は，研究者が実践現場に入り，共に日本語教育のあ
り方を考えるような介入的研究が必要である．

4. 共生社会を実現するための日本語教育とは

4.1 日本語教育の三つの課題

共生のための日本語教育を考えるにあたり，今ま
での取り組みから三つの課題が明確になった．一つ
目は日本語教育政策や日本語教育の制度設計を考え
る上で，より広範な移民政策の観点から考える必要
があることである．二つ目は，社会参加や対話によ
る関係性構築と日本語学習を両立させるための日本
語教育実践のあり方を確立することである．三つ目
は，介入的研究を増やし，実践現場の人たちと専門
家が共に共生社会につながる日本語教育について考
えることである．これら三点について，あらためて
具体的な提言を行いたい．
4.2 移民受け入れ政策としての日本語教育制度

従来の日本語教育の議論では，教室における学習
活動を支えるプログラムやカリキュラムの議論，
コースデザインの議論は行われているが，そのプロ
グラムやカリキュラムが制度としてどのように位置
づけられるべきかについては十分に議論されていな
い．2019年から始まった新しい在留資格「特定技能」
による外国人受け入れに関しては，海外での日本語
教育を重点化し，来日前に日本語試験（JFT-
BASIC）9）の受験と一定レベルの合格を課し，その
条件を満たした外国人労働者を受け入れるという制
度がつくられた 10）．しかし，この受け入れ制度は
2020年現在，「特定技能」に限ったものであり，求
められる日本語力のレベルについても十分に精査さ
れたものではない．2.3で触れたとおり，外国人受



社会言語科学　第24巻第1号

—     —30

け入れ制度によって求められる日本語力はバラバラ
であり，たとえば同じ「介護」の仕事に従事するの
であっても，どのルートを通ってくるのかで求めら
れる日本語力が異なるのである．外国人が日本で生
活・就労する上で必要な日本語力については，研究
的にも実践的にも今後さらなる議論を行わなければ
ならない．そしてその検討を通して，移民政策の中
に日本語教育を位置づけることが求められるだろ
う．
外国人労働者の受け入れにあたっては，在留の中
長期化を踏まえ，入国から定住までの各段階で，い
つ誰がどのように日本語教育に責任を持つのかにつ
いて，移民政策として確立する必要がある．川上
(2019)は，Hammar (1990/2016)の議論を踏まえ，外
国人の入国から定住には「入国時」「デニズン」「帰
化」の三つのゲートがあり，移民受け入れ国ではこ
のゲートに対して市民権テストあるいは移民テスト
が行われていることを紹介している．その上で，日
本での外国人受け入れ政策においては，政策的に設
定された日本語力を試験のような外在化された評価
基準によって評価するだけでなく，国家や人とは何
かを考え発信していくような，市民性教育 11）に通
じる新たな「ことばの力」を学習者と実践者（支援
者）が相互に影響しあいながら考える必要があると
主張している（川上，2019）．
外国人受け入れに際して，日本語教育の仕組みを
共生の観点から考えるのであれば，Hammarの三
つのゲートの一つ目のゲートである「入国時」の
ハードルを限りなく下げ，入国後からデニズンの段
階にかけて，充実した日本語教育を行うという制度
構築が必要である．その理由は二つある．一つは，
技能実習生に代表されるように，現在でも海外現地
での日本語研修には相当の時間とお金がかけられて
いるが，言語習得という面で，その成果がほとんど
上がっていないことである 12）．今後，多少の改善が
図られたにしても，劇的にこの状況が改善されると
は思えない．もう一つは，海外での研修の充実は，
結局のところ，来日する外国人のみが日本語を学ぶ
ことを求める発想であり，受け入れ側の体制整備や
責任という観点が希薄になることが挙げられる．つ

まり，海外現地での日本語研修を充実させること
が，日本語問題を外国人問題としてより強く定位す
ることになりかねないということである．確かに，
来日前に日本語ができるようになっていることは，
外国人本人にとっても，受け入れる日本社会側に
とっても一定のメリットがある．外国人本人として
は，来日後すぐに日本語を用いて社会生活を送るこ
とができる可能性が高まり，受け入れる地域や企業
にとっては，日本語がある程度できることによっ
て，来日後の研修・支援等のあり方を考えやすくな
る．さらに，基礎的なことを学んでから来日すれば，
日本語環境で生活を送る経験を通して日本語の学び
が促進される可能性も高まる．しかし，海外におけ
る外国人労働者に対する日本語教育の現状では，こ
のようなメリットはほぼ見込めない．
日本語教育政策を移民政策として位置づけること
により，外国人労働者の日本語問題を，領域横断的
な課題として位置づけられるようになる．外国人労
働者を大量に受け入れるのは，人手不足対応である
ことは間違いない．特定技能の受け入れ14産業分
野を見ても，人手不足産業の維持が目的となってい
ることがわかる．つまり外国人労働者受け入れ政策
は，ある地域に特定の産業やそれを担う企業・団体
を存続させることによって，地域の経済活動やイン
フラの維持発展につなげようとする，いわば経済産
業政策であると言える．別の言い方をすると，これ
は地域振興政策であり，まちづくり政策であるとも
言えるだろう．したがって，外国人受け入れに関す
る種々の課題解決は，国際課や多文化共生係のよう
な外国人担当の部署のみで担うのではなく，産業振
興政策や地域振興政策を担う部門とも連携をして取
り組む必要がある．さらに，外国人労働者の在留が
中長期化することは，そのまま子育て，保健福祉，
教育等，ライフステージに応じた課題が生じること
を意味する．このような観点からも，外国人労働者
の受け入れと定着を移民政策，社会統合政策として
確立することが必須である．
4.3 省察と探求を行う日本語活動

共生のための日本語教育のあり方を考えるにあ
たっては，教育としての日本語教育とは何かという
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議論を踏まえる必要がある．Byram(2008)は，外国
語教育と外国語学習を区別することの重要性に触れ
ており，教育が学習と異なる点は，それが政治的・
社会的な目的を持つかどうかであるとしている．そ
して，外国語教育の最終的な目的は，言語や文化の
異なる他者との違いを認めながら，その違いを乗り
越えるための相互文化的市民性を育成することであ
り，そのためにはクリティカルな視点が重要である
としている．また，共生のための日本語教育におい
て日本語学習支援という支援活動をどう位置づける
かという課題もある．山西 (2013)は，地域の日本語
教育が実際には教育的な効果をねらってデザインさ
れているにもかかわらず，支援という言葉を使うこ
とで，教育に向き合っておらず，ある種の逃げがあ
るように見えると批判している（山西，2013）．そ
の上で，共生のためには，人々の間や人の中にある
対立や緊張関係に気づくだけでなく，人々が公正で
共生可能な文化の創造に参加しようとすることが重
要であると述べている（山西，2013）．バイラムも
山西も違いに気づきそれを乗り越えることが必要だ
という点で，本質的には同じことを指摘していると
言えるが，いずれの主張も，クリティカルな視点を
もった日本語教育（佐藤ほか，2015/2018）が必要
であるということにつながるだろう．そこで，共生
のための日本語教育の具体的なあり方として，省察
と探究という観点から具体的な活動を提案したい．
フレイレ (2011)は，教育の本質として対話の重要性
を指摘しており，対話には行動と省察という二つの
次元があるとしている．そして，行動にともなって
省察をすることが重要であり，自分自身が置かれて
いる状況や自分自身が考えていることについて省察
を通して気づくことによって，人々が自律的存在に
なっていくとしている．これを日本語による対話的
活動に引きつけて考えると，自らが行っていること
や自らを取り巻く社会など，自分について語ること
を通して，自らのことを省察する機会を創出するこ
とができるだろう．また，学習者と支援者の双方が
自分について語る中で，学習者は支援者の言語使用
を模倣することで，対話的であり，自らに省察的で
ありながら，なおかつ日本語の習得にもつながる活

動が行える（西口，2020）．加えて，探求という要
素も重要である．ここでいう探求とは，通常の言語
使用について，学習者が支援者に質問をしたり，学
習者自身が調査したりすることで，言語使用の実態
を分析的に捉えられるような活動であり，佐藤・熊
谷（編）(2011)のカタカナプロジェクトの取り組み
などが参考になるだろう．またたとえば，学習者が
支援者に対して，日本語による一人称の使用がどう
なっているか問いかけるといった活動が考えられ
る．男女による違いだけでなく，相手や場面等さま
ざまな文脈によって，一人称の使用は変化するはず
であるが，学習者自らが情報収集を行い，そのルー
ルを探求的に理解して身につけていくことで，言語
意識 (Van Lier, 1995)が身につき，日本語学習の促
進にもつながるだろう．また，このような探求的活
動は，支援者にとって当たり前のことが「学習者か
らの質問」によって意識化されるという側面もあ
る．つまり，支援者にとっても，自らの言語使用を
改めて見直す機会となり，クリティカルな視点や言
語意識の育成にもつながるものである．このような
活動を通して，支援者やホスト側の日本人を自然に
巻き込んでいきつつ，日本語教育の場を通して，共
生社会の萌芽を育てていくことができるはずであ
る．
4.4 介入的研究

研究者や専門家が共生社会の実現のためにできる
こととして，現場介入的な研究を通して，人々と共
に課題解決にあたることが考えられる．介入的研究
は，特に人手不足の就労現場で求められていると言
える．地方都市から過疎地域にかけて，人手不足は
深刻であり，外国人だから集まってくるという状況
ではなくなりつつある．外国人をより多く受け入れ
たいと考えている企業や地域の中には，受け入れ体
制を整え，暮らしやすく支援が手厚いことを，他企
業や他地域に対する競争優位に据えようとしている
ところも出始めており，筆者のもとにも多くの相談
がある．筆者自身は，2020年秋現在，ある企業に
フィールドワークに入っており，調査を通して社員
の相互理解を促したり，社内の評価システム構築の
うち特に外国人に関する部分について意見交換をし
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たり，社内で実施される日本語研修の改善に取り組
んだりしている．このような取り組みをモデル化し
横展開することで，さらに多くの企業で，対話的に
関係性を構築し仕事にもやりがいを持つ社員を増や
していけると感じている．
共生の議論の多くは，地域における日本語教育か
教育機関における日本語教育がフィールドになって
いるが，就労現場は，外国人労働者が多くの時間を
過ごす場でもあり，就労現場での共生の実現は，社
会全体の共生の実現にもつながるものである．ビジ
ネス日本語教育などを中心として，就労現場の日本
語教育は，極めて道具主義的で，同化主義的な適応
を志向するものが多く，社員が主体的に業務改善や
キャリア形成に取り組むような実践の取り組みはま
だ多くない．介入的研究によって，仕事を通して
人々が主体的に社会に関わり，よりよい就労現場や
地域社会を創造することが，共生社会を実現するた
めの一つの方策となりうるだろう．
外国人の受け入れに関しては，今後も労働者の受
け入れを中心に進んでいくとともに，その家族の呼
び寄せによる共生の課題も浮上する．今後増えてい
く外国人との共生を考えるには，就労現場での日本
語教育とそれを通した共生の実現という取り組みに
関する介入的研究の進展が重要である．

5. おわりに～共生の場

イリイチは共生的なあり方についてconviviality
という概念を提唱した (Illich, 1973/2011)．この
convivialityはイリイチの著書の邦訳では「自立共
生」と訳されるが，古瀬・廣瀬 (1996)は「みんなで
一緒にいきいき楽しい」と解釈されている．また尾
辻 (2016)は convivialityに「協調的な生活」という
日本語をあてている．楽しく協調的な生活を送れる
ようになることが，共生社会の一つの実現形だと考
え，さまざまな課題を乗り越えていくことが必要で
あろう．しかし一方で，共生はなぜかなかなか実現
しないものである．本稿を執筆するにあたって，さ
まざまな分野の共生に関する文献に目を通した．も
ちろん，世の中にあるもののごく一部にしか目を通
せておらず，またさらにその中のごく一部にしか触

れることができなかったが，それでも共生に関する
議論は多岐に渡り，無数と言っていいほどに数多く
行われていることに改めて気付かされた．そしてそ
のことは，ここまで各分野で共生が議論されていな
がら，なぜこんなにも成果があがらないのだろうか
という思いにもつながった．研究においては，基礎
研究が重要であることは論を俟たないが，渋谷
(2017)が主張するような「共にある」基礎研究とは
どういうものかということを改めて考える必要があ
るだろう．また，実践研究のあり方は現場の変革に
どうつながっており，人々にどう響いているのか，
今一度，学術的な取り組みの意味や価値が問われて
いるのではないかと感じる．
外国人受け入れ政策，日本語教育政策は大きく変
化している．日本語教育が法制化され政策化される
ことで，今まで自由にやってきた日本語教育に政治
や権力の制約が課されることも考えられるが，すで
に後戻りはできない．そうであれば，制度設計や政
治に正面から向き合い，政治的な動きとある部分で
は連携・協働して制度を作っていくことも求められ
る．多様な関係者が関わる中での制度設計は，「100
点満点で60点の制度」になるかもしれないが，制
度を作ることで人々の意識や世の中の関心を外国人
支援・日本語教育に惹きつけていくことが必要であ
る．日本語教育研究を通して，日本語力の向上だけ
でなく，よりよい社会づくりに関わっていくことが
今後の日本語教育研究では今まで以上に明示的に求
められていると言えるのではないだろうか．
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注

1） 図1中の在留外国人数は法務省の統計であり，各年
の12月末現在の在留資格保持者のうち「外交」「公用」
等を除いた中長期在留者数と特別永住者を合わせた
数字である．一方，外国人労働者数は外国人雇用企
業に義務化されている雇用状況の届出をもとにした
厚労省のデータで，各年10月末現在の数字である．
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両者の数値には2ヶ月のずれがあるため単純に比較
できないことに留意する必要があるが，概ね傾向と
してはこのようなことが言えるという点で問題ない
と考える．なお，2020年は新型コロナの影響で在留
外国人数は減少している．

2） 日本に在留する外国人は，それぞれ活動や身分に
よって在留資格を取得することになる．在留資格と
は外国人に対する入国許可の積極要件を示したもの
であり，出入国管理の基本方針を内外に示すもので
ある（黒木・細川，1988: 51）．したがって在留資格
による外国人の分類には，国としての入国管理方針
が表れていると言える．

3） 引用元である梶田 (1994)では「バック・ドア」「サイ
ド・ドア」と中点が挿入された記述であるが，その
後，関連する多くの文献では「バックドア」「サイド
ドア」と中点抜きで記述されることから，本稿でも
これ以降は「バックドア」「サイドドア」と記述する．

4） 国際連合広報センター (2016)によると，国際移民に
関する正式な法的定義はないが，専門家の見解を踏
まえ，3ヶ月から12ヶ月間の移動を短期的または一
時的移住，1年以上にわたる居住国の変更を長期的
または恒久移住と呼んで区別しており，1年以上母
国を離れた人々を移民として統計等の数字を算出し
ている．

5） 花崎や井上の共生論については高橋 (2009)を参照の
こと．

6） 川崎市の臨海工業地帯で，大島，桜本，浜町，池上
町一帯の在日コリアンの多く住む地域の呼び名であ
る．

7） 基本方針では労働者の意味で被用者という語を用い
ている．

8） 欧州共通参照枠 (CEFR)とは，欧州における言語教育
の理念や内容，方法等をまとめたものであり，近年
日本国内の英語教育や日本語教育においても，この
参照枠を参考にした言語教育の枠組みが作られてい
る．BレベルはさらにB1とB2に分かれている．
TOEICのサイトにはCEFRレベルとTOEICの対応
が掲載されており，B1はListening, Readingそれぞ
れ 275 点 以 上，B2 は Listening で 400 点 以 上，
Readingで385点以上とされている (Tannenbaum & 
Wylie, 2008)．

9） 特定技能での入国を目指す外国人労働者向けの日本語
試験で国際交流基金が実施している．詳細は以下リン
クを参照のこと〈https://www.jpf.go.jp/jft-basic/〉

10） 特定技能制度に関する試験関係情報については以下
の法務省サイトを参照のこと〈http://www.moj.
go.jp/isa/policies/ssw/nyuukokukanri01_00135.
html〉

11） 市民性を育成する言語教育については，すでに多くの
議論が行われている．細川（編）(2016)や，Byram 
(2008)を参照のこと．また市民性教育そのものについ
ては，小玉 (2003), 長沼・大久保 (2012)等参照．

12） もちろん，海外の大学やすぐれた日本語教育機関で

は，質の高い教育が行われているところが多いこと
は周知である．しかし，労働者送り出しの仕組みと
しては，今のところうまくいっている事例は非常に
少ない．読者の中には，技能実習生の日本語教育現
場や就労現場を一度も見たことがない方や，技能実
習生と言葉を交わしたことがない方もいるかもしれ
ない．外国人，日本語教育，人権等を考えるのであ
れば，ぜひどこかで見学や接触の機会を作るとよい
と思う．筆者が今まで見学をした技能実習送り出し
機関の研修，来日時の管理団体による集合型研修，
実習現場での業務への従事などを総合的に見ると，
技能実習生の日本語研修は，ほとんど成果が出てい
ないと言っても過言ではない．3ヶ月，4ヶ月の研修
を受けても，（比喩ではなく）あいさつ程度しかでき
ない実習生は多い．多くの実習生は，高額な研修費
を払って，特に義務化されてもおらず成果もほとん
ど上がらない来日前日本語研修を受けさせられてい
るのである．そして，この来日前研修が日本語教師
のキャリア形成の入り口として機能しているという
実態もある．
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